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研究成果の概要（和文）： 
これまで、政策上、核抑止の重要性を主張することは「現実主義」である一方、核軍縮・不拡
散措置の重要性を主張することは「理想主義」として捉えられてきた。前者が核に依存して安
全の確保を試みるのに対して、後者は核に依存しないで安全確保を試みるからである。本研究
は、威嚇型と約束型という２つの再保証（reassurance）の行動予告に着眼することで、核軍縮・
不拡散措置の重要性を主張することは「現実主義」である旨を提示した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
Nuclear deterrence is regarded as a ‘realistic’ issue because it is a measure for 
ensuring security with nuclear weapons. Nuclear disarmament, on the other hand, is 
treated as a ‘utopian’ issue since it is a measure for ensuring security without nuclear 
weapons. This research focuses on the concept of ‘threat’ and ‘promise’ commitments 
and propounds a ‘realism’ theory on nuclear disarmament and non-proliferation. 
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１．研究開始当初の背景 
（１）国家は、核兵器の脅威に対して、威嚇
型 と 約 束 型 と い う ２ つ の 再 保 証
（reassurance）の行動をあらかじめ宣言す
ることで、安全の確保を試みることがある。 
ここでいう、威嚇型（threat）の行動予告

とは、核兵器の使用という「威嚇」を通じて、
敵対国が核兵器を使用することを思いとど

まらせる試みである。いいかえれば、核兵器
を使用するかもしれないとの「不安」を相手
に与えることで、安全を確保する試みである。 

これに対して、約束型（promise）の行動
予告とは、核兵器の使用を自制すること、す
なわちお互いが核兵器を使用しないと「約
束」することで、核兵器の脅威から安全を確
保する試みである。この試みは、核兵器が使
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用されることはないとの「安心」を相手に与
えるアプローチである。 
 
（２）威嚇型と約束型という再保証の行動予
告に関する先行研究を見渡せば、冷戦期の米
ソ対立を背景として、威嚇型の行動予告に関
する研究が集中している。具体的には、核抑
止論ないし核戦略論として、多くの研究が蓄
積されている。 
 
（３）約束型の行動予告に関する研究は、
Andrew H. Kydd の Trust and Mistrust in 
International Relations（2005）や石田淳の
「外交における強制の論理と安心供与の論
理」鈴木豊（編）『ガバナンスの比較セクタ
ー分析』（2010）などによる優れた研究が最
近出てきている。しかし、核兵器との文脈に
おいて、約束型の行動予告に関する研究が、
十分に蓄積されているとはいいがたい。 
 

威嚇型と約束型の行動予告 
行動予告 手段 目的

 
威嚇型 

（多くの
先行研究
あり） 

 

報復として、核兵
器を使用すると
「威嚇」する 

＝不安を与える 核兵器の脅
威から自国
の安全確保
を試みる 

 
約束型 

（現在、
進展途中
の研究） 

 

お互いが核兵器
を使用しないと
「約束」する 

＝安心を与える 

 
（４）それゆえ、①約束型の行動予告に関す
る研究を発展させること、さらには②威嚇型
と約束型という２つの行動予告の相互作用
を深く考察することが強く求められている。 
 
２．研究の目的 

本研究は、上記の研究背景を踏まえたうえ
で、つぎのような２つの目的をもっている。 
 
（１）本研究の第１の目的は、威嚇型と約束
型の行動予告の相互作用を検討することで、
再保証に関する研究の発展に寄与する点に
ある。 
 
（２）さらに本研究は、核軍縮・不拡散の重
要性を主張することが、現実主義的な側面を
もっている旨を主張する。 

これまで、政策上、核軍縮・不拡散措置の
実施を主張することは「理想主義」として捉
えられ、他方で核抑止の重要性を主張するこ
とは「現実主義」として捉えられてきた。約
束型の行動予告は、核兵器に依存しないで安

全を確保するアプローチであるのに対して、
威嚇型の行動予告は、核兵器に依存して安全
を確保するアプローチにほかならないから
である。 

威嚇型と約束型の行動予告は、核兵器に安
全を依存するか否かという「手段」において、
大きく異なっている。だが、両者のアプロー
チは、手段において異なるものの、核兵器と
いう脅威から安全の確保を試みるという同
じ「目的」を共有している。したがって、理
論上、威嚇型か約束型かという二者択一の問
題ではない。現実主義者にとって、安全を確
保することが国際政治上の最大の課題であ
るならば、安全確保を目的とする約束型の行
動予告の重要性を主張することは、現実主義
的な側面があるといえよう。 
要するに、本研究の第２の目的は、威嚇型

と約束型という行動予告の概念を用いるこ
とで、核軍縮・不拡散の重要性を主張するこ
とは、理想主義ではなく、きわめて現実主義
であること、すなわち＜核軍縮・不拡散の現
実主義＞の理論的基盤を提供することにあ
る。 
 
３．研究の方法 
（１）本研究は、国家は合理的主体であると
の仮定のもと、すなわち合理的選択論に基づ
いて、威嚇型と約束型という再保証の相互作
用を考察するものである。 
 
（２）また、本研究は、現実主義、とりわけ
「防衛的現実主義（defensive realism）」の
視点から検討を試みるものである。防衛的現
実主義は、国家が「安全の最大化」を目的に
行動すると仮定する（これに対して、攻撃的
現実主義（offensive realism）は、国家が「力
の最大化」を目的に行動すると仮定する）。 

この防衛的現実主義は、お互いの安全強化
の試みが、その結果として、お互いの安全を
一層脅かすという「安全保障のディレンマ
（security dilemma）」の問題を重視する。
安全保障のディレンマは、威嚇型の行動予告
がもたらす不安によって生じる。それゆえ防
衛的現実主義は、安全保障のディレンマを回
避するために、不安を安心に転換する約束型
の行動予告の重要性に注目する。 
 
（３）上記の理論的側面を再確認したうえで、
１つ目の事例研究として、「非核兵器国に対
する安全の保証（security assurance of 
Non-Nuclear-Weapon States）」の問題を取
り扱う。 

この「非核兵器国に対する安全の保証」と
は、核拡散防止条約（Non-Proliferation 
Treaty of Nuclear Weapons: NPT）の締約国
である非核兵器国は、同条約の締約国たる核
兵器国から、核兵器の使用とその威嚇にさら



される危険性があるため、いかなる安全の保
証を供与すれば、安全を確保できるのかとい
う問題である。この問題は、締約国を核兵器
国と非核兵器国とに分類するという、NPT の
不平等性に端を発している。 

そして、安全を保証する手段として国際社
会から注目されているのが、「積極的な安全
の保証（Positive Security Assurance: PSA）」
と「消極的な安全の保証（Negative Security 
Assurance: NSA）という行動予告である。
PSA とは、NPT の核兵器国である米国・ロ
シア・英国・フランス・中国は、同締約国の
非核兵器国が核使用の脅威を受けている際
あるいは核使用を受けた際、それらの国に対
して援助を行う、という誓約である。PSA は
威嚇型の行動予告に該当する。これに対して
NSA とは、NPT の核兵器国は、同締約国の
非核兵器国に対する核使用を慎む、という約
束である。これは約束型の行動予告に該当す
る。本研究は、威嚇型と約束型の行動予告の
概念を使用して、PSA と NSA が NPT の不
平等性に与える影響を検討した。 
 
（４）もう１つの事例研究は、核の傘と「核
の先制不使用（non-first-use of nuclear 
weapons）」との関係である。 
 核の傘は、威嚇型の行動予告に該当するも
ので、被供与国たる非核兵器国が核兵器の脅
威にさらされた際は、供与国である核兵器国
が、反撃の手段として、核兵器を使用すると
の威嚇を通じて、敵対国が核兵器を使用する
ことを思いとどまらせる試みである。そして、
核の先制不使用とは、約束型の行動予告に該
当するもので、自衛権行使の際に、核兵器を
先に使用しないと約束することである。本研
究は、威嚇型と約束型の行動予告の概念に着
目して、核の傘と核の先制不使用の相互作用
を検討した。 
 
４．研究成果 
（１）まず、１つ目の事例研究である「非核
兵器国に対する安全の保証」については、以
下の点を明らかにした。 

先行研究において、法的誓約の PSA と
NSA は、NPT の不平等性を緩和するという
プラスの見解と、逆に NPT の不平等性を強
化するというマイナスの影響を与えうると
の見解に分かれている。本研究は、先行研究
を踏まえたうえで、このプラスとマイナスの
影響について、いかなる状況において、どち
らの影響が強まるのかを、PSA と NSA がも
つ行動予告としての機能から検討した。 
その結果、①PSA については、核兵器に依

存する行動予告であるがゆえに、PSA が法的
に供与されたその時点において、プラスとマ
イナスの影響が同時に起こりうること、②
NSA については、核兵器国が核軍縮を実行し

ないかぎりにおいて、また、核兵器に依存し
ない行動予告であるがゆえに、非核兵器国が
核の傘という威嚇型の行動予告の重要性を
認識しているかぎりにおいて、マイナスの影
響が強まるとの可能性を主張した。 

さらに本研究は、PSAの威嚇型であれNSA
の約束型であれ、「非核兵器国に対する安全
の保証」という再保証の行動予告は、核兵器
の脅威に晒さらされるという不安を完全に
除去することができない、という点を指摘し
た。非核兵器国は、「非核兵器国に対する安
全の保証」のみでは、安全を確保していると
の安心を得ることができないのである。PSA
については、核兵器国が拒否権を行使する可
能性があることから、非核兵器国に安全を保
証できない。そして、NSA については、核兵
器国の核保有を前提としているがゆえに、非
核兵器国が核兵器国を脅威と認識している
かぎりにおいて、安全を保証できないのであ
る。 

以上の内容については、「NPT の不平等性
と『非核兵器国に対する安全の保証』の論理」
という題目で、日本平和学会の学会誌である
『平和研究』（2010）に公表した。 
 
（２）なお、NSA は、非核兵器地帯を設置す
る際に、満たすべき条件の１つともなってい
る。そこで、約束型の行動予告をさらに深く
考察するために、北東アジアにおける非核兵
器地帯構想を取り上げて検討した。 

核の傘という威嚇型の行動予告は、相手に
不安を与える可能性がある。他方で、約束型
の行動予告である NSA は、不安を安心へ換
える機能をもつため、きわめて重要な核軍
縮・不拡散措置である。しかしながら、NSA
は、化学兵器や生物兵器、通常兵器に対する
抑止を慎むため、それらの兵器による脅威に
さらされるという不安を生む可能性がある。
また、NSA は、そもそもとして、それが破ら
れた際の安全保障上の保証がない。したがっ
て、NSA の弱点を補完する手段として、核の
傘を位置つけることも、１つのオプションと
して論理的には考えられることを指摘した。
すなわち、本研究は、核の傘か NSA かとい
った二者択一的な思考ではなく、２つの行動
予告の相互作用に着目して、関係当事国間の
安全のレベルが高まる可能性がある旨を提
示した。 

以上の成果については、龍谷大学で行われ
た国際シンポジウムのプロシーディングス
において、「Japan’s Diplomacy on Asia: A 
Nuclear-Weapon-Free Zone in Northeast 
Asia」（2010）との題目で、論文を公表した。 

 
（３）つぎに、２つ目の事例研究である、核
の傘と核の先制不使用との関係については、
以下の点を明らかにした。 



核の傘は、核兵器の脅威に対して安心を与
えると同時に、その性質が威嚇である以上、
相手国に不安を与えるため、安全保障のディ
レンマを引き起こす危険性がある。他方で核
の先制不使用は、核兵器の使用を自制するこ
とにより、安全保障のディレンマという不安
の回避を試みる。したがって、核の傘に加え
て、核の先制不使用を確保できれば、相互補
完的に安全のレベルを向上させるという意
味で、さらなる安心を得ることができる。そ
れゆえ、核の先制不使用の重要性を主張する
ことは、理論上、現実主義的であること、す
なわち＜核軍縮・不拡散の現実主義＞という
理論的基盤を提示した。 
ところが、上記の理論を日米と中国ないし

北朝鮮との文脈で考えた場合、核の先制不使
用という約束型の行動予告が、核の傘という
威嚇型の行動予告がもつ抑止効果を損なう
危険性がある。ここに、威嚇型と約束型の行
動予告に相克がみられる。核の先制不使用は、
核の傘の機能を核攻撃に限定するため、通常
兵器や生物・化学兵器による攻撃に対して安
全を保証しないという、別の不安を与えうる
からである。すなわち、安心を与えるはずの
約束型の行動予告は、逆説的に不安を与える
可能性がある。それゆえ、約束型の行動予告
が、異なる安心と不安をどのように扱うこと
ができるのか、現在、理論的検討を進めてい
る状況にある。 

以上については、日本軍縮学会（2009）や
日本政治学会（2010）で報告を行い、後者の
学会ではペーパーを提出した。現在、加筆・
修正を行って、論文としてまとめている段階
にある。 
 
（４）以上の３つの研究成果から、核軍縮・
不拡散の論理と核抑止の論理は、一見相反す
るものと考えられがちであるが、むしろ接合
しうるとの理論的視座を提供した。しかし同
時に、理論上の接合は、必ずしも政策上接合
するとはかぎらないことも指摘した。このよ
うな研究は、学術的に意義があるだけでなく、
日本の核軍縮・不拡散政策を立案する際の参
考研究となることが期待される。 
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